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第 7章

気候モデル

7.1 数値モデルの歴史

図 7.1 数値モデルの発展　（時岡ほか、「気象の数値シミュレーション」(1993)より）

　気象学における数値モデルは、その初期の頃においては数値天気予報のことであった。V. Bjerknes は 1904年
において天気予報は既に知られている方程式の初期値問題としてとらえることができるとしていたが，実際に試
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みたのはイギリスの Richardson である。彼は卓上手回し計算機により，水平格子と５層の鉛直格子でヨーロッ
パ中央部を覆った大気モデルの時間積分を行った（図 7.2、7.3）。第１次世界大戦中に６週間を費やしてミュンヘ
ン近郊の気圧変化を計算したのだが、観測ではほとんど変化がなかったにもかかわらず、その結果は 6時間先に
気圧が 145 hPa 変化するという惨憺たるものだった。以後、第２次世界大戦が終結し電子計算機が登場するまで
の約 30年間、天気現象を数値的に予報しようという試みは途絶えてしまう．数値予報は行われなかったが、その
間に重要な理論的な発展があった（Rossbyによる Rossby波の発見、Charneyや Eadyによる傾圧不安定理論な
ど）。Richardson の失敗の原因については後ほど述べる。

図 7.2 格子点配置。P は気圧を、M は運動量
を計算する格子　 (岸保ほか、「大気の大循環」、
(1978)より)

図 7.3 鉛直の層。（岸保ほか、
「大気の大循環」、(1978)より)）

　 1940年代後半、アメリカで電子計算機 ENIAC が発明されると、発明者である von Neuman は、非線形偏微
分方程式の数値解の例として数値天気予報を行うことにし、気象学者である Charney や Fjørtoft 達とともに等
圧面上の２次元渦度保存式の 24時間予報を行った。使われた方程式は簡単なものではあったし、24 時間の予報
に 24時間の計算が必要だったが、天気現象を数値的に計算できることを実証した画期的なものであった（図 7.4、
7.5、7.6）。ちなみに、この時代は真空管式の計算機であり、故障率も高く、入出力はパンチカ－ドだった。24時
間予報に 10万枚のパンチカ－ドを使用した。
　以来、気象学にはコンピュータは欠かすことのできない道具の一つとなっている。コンピュータは性能がべき
級数的に高まってきているが (図 7.7)、気象モデルも方程式系が上記の２次元渦度方程式から準地衡風方程式，プ
リミティブ方程式、さらには非静水圧方程式（Navier-Stokes 方程式または Euler方程式）へと複雑化し、計算範
囲も地域から半球、全球へと、さらに解像度も全球を 50km格子で覆うのと同等なものになっている。このため、
現業の天気予報はもちろんのこと、気候変動予測から境界層における乱流の計算まで、気象学は、コンピュータの
能力の飛躍的な発達にもかかわらず、常に最新コンピュータの最大ユーザの一人であり続けている（図 7.8）。
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図 7.4 世界最初の電子計算機 ENIAC。（三木容彦、「大学生のためのコンピュ－タ入門テキスト」(2000)より）

図 7.5 Charney らが世界最初の数値予報に使
った領域。（Charney et al., “Numerical inte-

gration of the barotropc vorticity equation”,

(1950)より）

図 7.6 世界最初の数値予報の結果。a) 500hPa

高度と渦度の観測値、b) 24 時間後の観測値、
c) 時間傾向、d) 24 時間予報値。（Charney et

al., “Numerical integration of the barotropc

vorticity equation”, (1950)より）
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　つい最近までの世界最速の計算機は EarthSimulator だった。Earth Simulator は、2001 年 4 月に完成した
「超」スーパーコンピューターであり、640台のスーパーコンピュータを高速ネットワークで繋いだ並列計算機で
ある（図 7.9、7.10)）。

図 7.7 計算速度の高速化
図 7.8 全球大気数値モデル計算格子（気象庁提供）

図 7.9 Earth Simulator 鳥 瞰 図（ 地 球
シ ミ ュ レ ー タ セ ン タ ー ホ ー ム ペ ー ジ
¡http://www.jamstec.go.jp/es/jp/system/facility.html¿

より）

図 7.10 Earth Simulator 計算機群　 (地球シ
ミュレータセンター)

7.2 シミュレーションの意義
1. モデルの結果はシミュレートしたものつまりイミテーション（偽物）であって，似てはいるかもしれないが
現実と同じではない。だから，常にこれまで観測された大気状態や理論予測と比較しながら結果の妥当性
を検証しなければならない。しかし、結果が妥当であれば、計算結果は観測困難な量も出力してくれる。例
えば、総観規模現象の鉛直速度（数 cm/sec～10 cm/sec）、放射や凝結による非断熱加熱率，物理量の２次
元・３次元分布など。

2. 総体としての自然を相手に実験はできないが、モデルの中では自由に条件を変え、物理実験と同じように自
然界の構成要素の性質を比較的純粋な形で調べることができる（数値実験と呼ぶ）。CO2やオゾンなどの大
気組成の変更。太陽定数や軌道要素の変更、海面温度の変更、山岳や海陸分布の変更など。

3. 結果の精度が確かめられたモデルを使う場合、そのモデルを使って新たな現象の発見、観測システムのデザ
インも可能。
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7.3 方程式の離散化
大気モデルは突き詰めれば流体力学の方程式に種々の（非断熱）物理過程を組み合わせた連立非線形方程式を数
値的に解いている、ということになる。しかし、電子計算機はデジタルなので、方程式を厳密には数値的にも「解
く」ことができない。そこで、連続的な数学方程式を電子計算機で扱える離散的な式で近似して計算し、近似解を
求めることになる。この場合、近似解に求められる条件は

• 一貫性：近似を上げたときに元の方程式に近づくこと
• 精度
• 収束性：近似を上げたときに真の解に近づくこと
• 安定性：安定に計算を進められること

7.3.1 有限差分法

精度の問題を見るために、簡単な式から考える。以下の常微分方程式を考えよう。

du

dt
= f(u, t) (7.1)

式 (7.1)を適当な初期条件で解くことにする。そのために、連続的な時間ではなく時間刻み幅 ∆tを設定し、とび
とびの値 tn = n × ∆t (n = 0, 1, 2, · · · , N)における未知関数 u(tn)の近似値 u(n) を考える。微分の定義

du

dt
≡ lim

tn+1→tn

u(n+1) − u(n)

tn+1 − tn
= lim

∆t→0

u(n+1) − u(n)

∆t
(7.2)

を思い出し、

du

dt
≈ u(n+1) − u(n)

∆t
(7.3)

と近似することができる。すると、有る時点の値 u(n) が分かっていると、その時点の右辺 f も計算でき、次の時
間 t = tn+1 での値が

u(n+1) = u(n) + f (n) × ∆t (7.4)

と次々に計算できる。これがオイラ－法 (Euler method)または前進差分法。この他、中央差分

u(n+1) = u(n−1) + f (n) × ∆t (7.5)

を用いることもできる。もちろん、ルンゲ・クッタ法 (Runge-Kutta method)を用いて構わない。一般に、微分
方程式の離散化にはこのような有限差分法の他に、有限体積法、有限要素法、Galerkin法が用いられている。

7.3.2 誤差解析：有限差分法を例にして

有限差分法の誤差は、関数の Taylor展開を用いて表現される。
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u(n+1) = u(tn + ∆t) = u(tn) +
du

dt

∣∣∣∣
tn

∆t +
1
2

d2u

dt2

∣∣∣∣
tn

(∆t)2 + · · · (7.6)

なので、先程の前方差分の誤差は

Res ≡ du

dt
− u(n+1) − u(n)

∆t
=

du

dt
−
(

du

dt
+

1
2

d2u

dt2
∆t + · · ·

)
= −1

2
d2u

dt2
∆t − · · · (7.7)

となり、時間刻み幅 ∆t程度の大きさになる (O(∆t)と書く)。その他種々の差分法に関する表を図 7.11に示す。
次に、以下のような方程式を使って収束性を考えて見よう。これは、物理量 uが速度 cで流れてくるときの変化
を示すので、移流方程式と呼ばれる。

∂u

∂t
+ c

∂u

∂x
= 0 (7.8)

c > 0のときに時間について前方差分、空間について上流差分をつかうと

u
(n+1)
i − u

(n)
i

∆t
+ c

u
(n)
i − u

(n)
i−1

∆x
= 0 (7.9)

つまり、時間的に 1つ進めるために空間では iと i − 1の情報を使っている。これを示したのが図 7.12

このように∆tを∆xとの兼ね合いで大きくしすぎると真の解に収束しない。そればかりか、発散する（不安定に
なる）事も分かっている。収束するための条件

c
∆t

∆x
≤ 1 (7.10)

は CFL (Courant-Fredrichs-Lewys) 条件と呼ばれる。この CFL条件が満たされないと、真の解に収束しないた
めに計算が不安定となる (図 7.13)。
また、差分スキ－ムには波の伝播速度（位相速度）にも誤差が生じる。この誤差は波の波長が短くなり分解能の限
界に近づくと著しくなり、2∆xの波長 (2d波と略することも多い)では全く波が移動しなくなる (図 7.14)。その
ため、例えばその波長の地形をモデルに与えていると、常にその波長の波が励起されるにも関わらず、波が移動し
ないためエネルギ－が蓄積されてしまい、顕著なノイズとなる。
位相速度の誤差は格子間隔に相対的な波長によって違うので、（元の微分方程式にない）一種の分散性を導入して
いることになる。つまり、例えば、いくつもの波長の波の重ね合わせである孤立波などが、この偽の分散によって
形が崩れて行く (図 7.15、7.17)。それ以外にも、スキ－ムによっては分散ではなく拡散効果が入ってしまうもの
もある (図 7.16)。
また、流体の方程式は非線形なので、高波数成分が発生する。しかし、分解能の関係で高波数が表現できないと
き、aliasing と呼ばれる高波数成分を低波数成分と誤認する事が起こる (図 7.18)。

7.3.3 スペクトル法

時空間内に適当な格子を設定し，物理量をその格子点上に定義し，Taylor 展開を用いて微分を「差分」に近似し
てゆく有限差分法に対し，空間内に連続した物理量を適当な（既知の）関数の和として表現する手法がある。この
手法では各関数の係数が時間の関数となり， Navier-Stokes 方程式等の偏微分非線形方程式は各関数の係数の時
間変化に関する（非線形）常微分方程式となる。この手法は Galerkin 法と呼ばれ，スペクトル法や有限要素法は
この Galerkin法の範疇に入る。スペクトル法では展開関数として直交関数（三角関数や球面調和関数など）を用
い，有限要素法では多角形の領域内でのみゼロでないような関数を用いて展開する。現在の全球大気モデルは格
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図 7.11 いろいろな有限差分法とその精度 (Durran, “Numerical Methods for Wave Equations in Geo-

physical Fluid Dynamics”, (1999)より)
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図 7.12 特性直線と影響域 (Durran, “Numerical Methods for Wave Equations in Geophysical Fluid

Dynamics”, (1999)より)

図 7.13 いくつかのスキ－ムの振幅増幅率 (Dur-

ran, “Numerical Methods for Wave Equations

in Geophysical Fluid Dynamics”, (1999)より)

図 7.14 位相速度の誤差 (Durran, “Numerical

Methods for Wave Equations in Geophysical

Fluid Dynamics”, (1999)より)

子法ではなくスペクトル法による予測が主流となっている。しかし，並列コンピュータとの相性が良くないため，
並列計算の容易な有限体積法によるモデルも活発に開発されている。特に，今後の高解像度全球大気（気候）モデ
ルの主流は全球一様格子上の有限体積法になる可能性が大きい。
　スペクトル法の１例として，基底関数に三角関数を取ってみて関数展開を行ってみよう。次のような方程式を
考える。

d2u

dx2
= f(x) (7.11)

境界条件を

u(0) = u(π) = 0

とすると境界条件を満足する三角関数は正弦関数だから，基底関数として正弦関数を取ればよい：

u(x) ≈
N∑

j=1

uj sin jx
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図 7.15 数値的分散の例 (Morton and May-

ers, “Numerical Solution of Partial Differential

Equations”, (1994)より)

図 7.16 数値的拡散の例 (Morton and May-

ers, “Numerical Solution of Partial Differential

Equations”, (1994)より)

すると

d2u

dx2
≈ d2

dx2

N∑
j=1

uj sin jx = −
N∑

j=1

j2uj sin jx (7.12)

だから，もとの方程式に代入し，基底関数をかけて積分すると

π∫
0

d2u

dx2
sin mx dx = −

N∑
j=1

j2uj

π∫
0

sin jx · sinmx dx =

π∫
0

f(x) sinmx dx

ところが，三角関数の性質から

π∫
0

sin jx · sin mx dx =
1
2

π∫
0

(cos(j − m)x − cos(j + m)x) dx =
π

2
δjm j, m = 1, · · ·N (7.13)

となり，結局，もとの微分方程式は

−π

2
m2um =

π∫
0

f(x) sinmx dx ∴ um = − 2
πm2

π∫
0

f(x) sin mx dx = −2Fm

πm2
(7.14)
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図 7.17 2次元での数値的分散の例

となる。即ち、楕円型の微分方程式 (7.11)を簡単な計算で解く事ができる。
次に、流体の計算で良く出てくる移流方程式の場合を考えてみよう。

∂u

∂t
+ c

∂u

∂x
= 0 (7.15)

周期境界条件を考えると、三角関数は境界条件を満足するから，基底関数として三角関数を取ればよい：

u(x) ≈
N∑

k=1

ukeikx

よって

∂u

∂t
≈ ∂

∂t

N∑
k=1

ukeikx =
N∑

k=1

∂uk

∂t
eikx (7.16)
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図 7.18 高波数の発生と aliasing (Fornberg, “A Practical Guide to Pseudospectral Methods” (1996)より)

∂u

∂x
≈ ∂

∂x

N∑
k=1

ukeikx =
N∑

k=1

ik ukeikx (7.17)

だから，もとの方程式に代入し，共役な基底関数をかけて 1周期積分すると

∫
∂u

∂t
e−imx dx =

N∑
k=1

∂uk

∂t

∫
eikx · e−imx dx = −c

∫
∂u

∂x
e−imx dx = −c

N∑
k=1

ikuk

∫
eikx · e−imx dx

ところが，三角関数の性質から ∫
eikx · e−imx dx =

∫
ei(k−m)x dx = 2πδkm (7.18)

となり，結局，もとの微分方程式 (7.15)は

∂um

∂t
= −imcum (7.19)

となる。
　スペクトル法を用いると
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1. 解が解析関数の場合，Ｎが大きくなると誤差は指数関数的に減少する
2. 位相誤差や数値分散・拡散がない
3. ２次の保存量が存在
4. 楕円型方程式を解くときの計算が簡単

という利点があるが，その一方，

1. 非周期境界条件の扱いが難しい（克服されつつある）
2. 衝撃波のように大きな変化が狭い領域にある場合（勾配が大きい場合）の表現が良くない
3. 非負の量（混合比や標高など）に対しても負の値が出る（海面が波打つ）
4. 相互作用係数（非線形項）の計算量が大きい

という欠点もある。

相互作用係数について
　周期境界条件の下にある移流方程式を考える：

∂u

∂t
+ u

∂u

∂x
= 0 (7.20)

周期境界条件だから，基底関数として三角関数を選べばよい：

u(t, x) ≈
N∑

m=−N

um(t)φm(x) =
N∑

m=−N

um(t)eimx

基底関数の複素共役をかけて積分すると，三角関数の直交性から

π∫
−π

φmφ∗
kdx = 2πδmk

だから

∂

∂t

π∫
−π

φ∗
kudx ≈ ∂

∂t

 π∫
−π

φ∗
k

∑
m

umφmdx

 = 2π
∂uk

∂t

　問題は，非線形項。微分は

∂u

∂x
≈
∑
m

imumφm

だから

u
∂u

∂x
≈

(∑
m

umφm

)(∑
n

inunφn

)

これは，

φmφn = eimxeinx = ei(m+n)x = φm+n
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を使うと

u
∂u

∂x
≈

(∑
m

umφm

)(∑
n

inunφn

)
=
∑
m,n

inumunφmφn =
∑
m,n

inumunφm+n

となる．結局，もとの方程式は

∂

∂t

π∫
−π

φ∗
kudx +

π∫
−π

φ∗
ku

∂u

∂x
dx ≈ ∂

∂t

 π∫
−π

φ∗
k

∑
m

umφmdx

+

π∫
−π

φ∗
k

∑
m,n

inumunφm+ndx

= 2π
∂uk

∂t
+
∑
m

i(k − m)umuk−m k = 0, · · · , N

(7.21)

となる。ここの非線形項にかかる係数，つまり，この場合は i(k −m) を相互作用係数と呼ぶ。k = mのときはこ
の相互作用係数はゼロとなる。
　このように，非線形項は各 k に対し，N 個のオーダーの和を計算しないといけない。k はこれも N 個のオー
ダーあるから，結局 N2 回オーダーの計算をする必要がある。1次元ですでに大きな計算であり、特に、N が大き
くなるとこの計算量は膨大である。この困難を回避するために FFTを用いた Pseudespectral method（偽スペク
トル法）または Transform method（変換法）が 1970年頃に（Orszagの貢献が大）開発された。これは，非線形
項は物理空間で計算したのち波数空間に変換し，その他の項と共に波数空間で時間積分する。

7.4 気候予測の現状（IPCC第４次評価報告書より）
◎地球の平均地上気温は，20世紀に約 0.74± 0.18度Ｃ上昇した。前回の報告 0.6± 0.2度Ｃより平均値は大きく、
不確定の幅は小さくなった。
(a)図 7.19は年毎の地上気温と 10年の時間平均をした後の気温変化。縦線は 95%信頼区間を示す。
(b)図 7.20は過去 1300年の地上気温を示す。過去の誤差は大きいが 20世紀の気温上昇率はそれまでよりかなり
大きい。1990年代以降はその中でも特に暖かかった。

第４次報告で示された観測事実を幾つか列記すると (表 7.21参照)：

◎第３次報告では日較差の減少が報告されたが、その後のデータを使って解析した結果、1979～2004年までの間
で日較差の変化はない。ただし、最低気温、最高気温共に上昇傾向。

◎北極の平均気温は、過去 100 年間に世界平均の 2 倍の上昇を示した。北極の年平均海氷面積は 10 年当り
2.7 ± 0.6% 上昇。

◎陸域の大雨の出現頻度は増加。気温上昇による大気中の水蒸気量増加と整合

◎長期間のデータ品質の問題のため、台風の強度についての長期傾向の検出は困難である。発生数の明確な傾向
は認められない。

◎竜巻や雷など小規模な現象について何らかの傾向があるかどうかについて判断できる根拠が無い。

◎温室効果ガスの増加
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図 7.19 観測された 20世紀の変化。(a) 世界平均地上気温、(b) 潮位計 (青)と衛星 (赤)データによる世界平
均海面水位、(c)3～4月における北半球積雪面積。1961～1990年の平均からの差。曲線は 10年平均、丸印は
各年の値。(a, b)の陰影部は推定された不確実性の幅、(c)の陰影は時系列から得られた不確実性の幅。(気象
庁、IPCC-AR4 WG1報告政策決定者向け要約 (2007)より)

この図 7.22ように温室効果ガスが増え続けている。大気中の CO2濃度とメタン濃度は過去 65万年間の測定値を
上回っている。人為起源の二酸化炭素放出は化石燃料の燃焼と土地利用変化（森林の減少など）である。人為起源
の排出量の約半分は海洋と陸上で吸収される。メタンと一酸化窒素は農業活動から排出される。温室効果ガス全
体の増加による放射強制力増加は 1.6 ± 0.8W/m2 (第３次報告では約 2.4W/m2) と見積もらている。

◎不確定性
エアロゾルの効果の理解は第３次報告より進んできたがまだ不十分。エアロゾルの間接効果には，雲の粒径を変
えたり降水量を変えたりする効果が含まれている。直接効果、間接効果ともに大気を冷却すると推定されている。
また，今後の温暖化物質放出量の推移は人間社会活動に依存するため、当然、不確定である。(図 7.24)

そのため、以下のようなモデルの差の他に、シナリオによる予測値の違いがある。(図 7.25)

とはいうものの、シナリオの違いによらない空間パターンも見られる。例えば、温暖化は陸上、特に高緯度の陸上
で顕著である事、南半球の海洋では気温上昇化が少ない事などである。(図 7.26)

また、モデルによる計算から、熱波や大雨の頻度は増加するのはまず確実であること、台風などの熱帯低気圧が強
くなるのは確かであろうこと、数が減少するかどうかはまだ不確実である事、などが述べられている。
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図 7.20 過去 1300年の復元された気温変化。(a)温度計による観測、(b)種々の気温指標を用いた推定値、(c)

推定値の重なり程度。(IPCC-AR4 WG1報告 (2008) より)
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図 7.21 観測された変化と原因の要約 (IPCC-AR4 WG1報告 (2008)より)

◎モデル間の差
IPCC-AR4に使われたモデルは図 7.27のように、これまでの気候とその変化をよく再現している。モデルの特性
を生かして、最近の気温上昇は人為起源の変化である事も示す事ができた (図 7.28)。
しかし、図 7.29、7.30に示すように、モデルと観測との差が大きな物理量も有り、気温等の再現ができたといっ
て安心ができないであろう。
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図 7.22 温室効果ガスの濃度変化 (IPCC-AR4 WG1報告 (2008)より)



110 第 7章 気候モデル

図 7.23 各温暖化因子の放射強制力とその不確定の程度 (IPCC-AR4 WG1報告 (2008)より)

図 7.24 温室効果ガス排出予測シナリオ (IPCC-AR3 WG1報告政策決定者向け要約より)
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図 7.25 シナリオによる予測温度の違い (IPCC-AR4 WG1報告政策決定者向け要約 (2008)より)
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図 7.26 シナリオ毎の気温上昇空間変化 (IPCC-AR4 WG1報告政策決定者向け要約 (2008)より)

図 7.27 気候モデルによる現在までの地上気温変化の再現 (IPCC-AR4 WG1報告 (2008)より)
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図 7.28 人為起源の因子を入れた現在気候の再現と、入れなかった場合の気候変化 (IPCC-AR4 WG1報告 (2008)より)
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図 7.29 放射エネルギー収支の誤差 (IPCC-AR4 WG1報告 (2008)より)
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図 7.30 (左)海流による熱輸送量と、(右)海面水温の誤差 (IPCC-AR4 WG1報告 (2008)より)


